　（交渉の経過）

冒頭、公務員連絡会側が給与法等の改正に向けた作業状況やスケジュールを質したのに対し、川淵課長は次の通り答えた。

(1) 本日午前中に総務省政策会議が行われ、一般職給与法等改正法案、特別職給与法等改正法案、国家公務員育児休業法等改正法案について、人事院勧告及び意見の申出
通りの内容で法案を提出するための作業をしていることを説明した。特段の意見はなかったことから、私どもとしては了解されたものと理解して作業を進めていきたい。

(2) 本日の閣議でも、総務大臣から給与法等改正法案、育児休業法等改正法案等の国会提出を目指して作業していることを報告し、閣議としての意思を確認した。

(3) 具体的には、10月27日の閣議決定をめざして作業している。

　続いて、辻参事官から、別紙「関係改正法案の内容について説明があった。

　説明に対し、公務員連絡会が①勧告の「代替休」が「超勤代休時間」に変わった理由と指定する場合の本人希望尊重の取扱い②育児休業法改正法案取扱いのスケジュー
ル③育児休業法改正法案の施行時期、などを質したのに対し、人事・恩給局は①超勤時間を休みに振り替える場合、１日単位より時間単位の方が一般的と考えられるとの
法制局からの指摘を踏まえたものであり趣旨は変わっていない。法律では、各省各庁の長が超勤手当に代わる代休時間を指定できるとの規定を置き、具体的な手続等は人
事院規則で定められることになる②育休法も給与法と同時に閣議決定し国会に提出するので国会でも同時に取り扱って頂けるようお願いしたい③民間の育児・介護休業法
はおそくとも来年６月末まで施行することとされているので、それに合わせることとしたい、との考えが示された。

　最後に岩岬副事務局長が「育休法についても給与法と同時に成立をめざすとの方針であることを伺った。給与勧告通り実施することは公務員連絡会としても受け止めて
いるところであり、27日には法案の閣議決定を行い、国会に提出できるよう作業を進めて頂きたい」と要望し、交渉を締めくくった。
